
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成28年２月10日

【四半期会計期間】 第59期第３四半期（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

【会社名】 トランコム株式会社

【英訳名】 TRANCOM CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長執行役員　　清水　正久

【本店の所在の場所】 名古屋市東区葵一丁目19番30号

【電話番号】 (052)939－2011（代表）

【事務連絡者氏名】 執行役員　総務人事・財務経理担当　　岩尾　徹

【最寄りの連絡場所】 名古屋市東区葵一丁目19番30号

【電話番号】 (052)939－2011（代表）

【事務連絡者氏名】 執行役員　総務人事・財務経理担当　　岩尾　徹

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

 

EDINET提出書類

トランコム株式会社(E04208)

四半期報告書

 1/17



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期
第３四半期
連結累計期間

第59期
第３四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （百万円） 85,203 95,125 114,696

経常利益 （百万円） 4,034 4,623 5,470

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 2,434 2,821 2,925

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,469 2,772 3,085

純資産額 （百万円） 21,048 23,847 21,660

総資産額 （百万円） 36,981 40,640 38,642

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 250.93 290.74 301.51

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 250.58 289.91 301.06

自己資本比率 （％） 56.7 58.4 55.9

 

回次
第58期
第３四半期
連結会計期間

第59期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 111.13 130.63

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の

基礎となる普通株式の期中平均株式については、「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」制度の信託財産として、

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算出

しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当社は、三井物産株式会社が保有するTransfreight China Logistics Ltd.の出資持分を追加取得する持分譲渡契

約を平成27年12月14日付で締結いたしました。詳細につきましては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸

表　注記事項　（追加情報）　（取得による企業結合）」に記載しております。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、中国経済の減速をはじめ、アジア新興国の景気の下振れ

懸念等が見られたものの、円安や原油安等に伴う企業業績の良好な推移、雇用情勢の改善等を背景とし、国内景

気は緩やかな回復基調で推移いたしました。個人消費においては、外国人観光客の旺盛な消費に代表されるイン

バウンド需要が拡大する一方で、円安による物価の上昇などにより伸び悩み、依然として先行き不透明な状況が

続いております。物流業界を取り巻く環境は、ドライバー不足によるトラック運賃単価の上昇、人件費の値上が

りに加え、物流構造の変化、それに伴う顧客ニーズの多様化など、大変厳しく、また大きく変化してきておりま

す。

そのような中、当社グループは、本事業年度に今後５年間を見据えた中期経営計画「TRANCOM VISION 2020」を

策定し、開始いたしました。

「TRANCOM VISION 2020」では、全従業員、パートナー企業の皆様と力を合わせ、ＩＣＴを積極的に活用し、お

客様のサプライチェーン全体をお客様とともに革新し、継続的な成長とともに、質が高い機能を果たす、強い企

業グループを目指しております。

更なる成長及び企業価値の向上を目指し、成長戦略として掲げる「人」「パートナー」「ＩＣＴ」の３つへ、

集中的に経営資源を配分するとともに、「ALL TRANCOMによる事業領域の拡大」に向けた取り組みを推進しており

ます。

当第３四半期連結累計期間における連結業績は、売上高951億25百万円（前年同期比　11.6％増）、営業利益46

億40百万円（同　13.1％増）、経常利益46億23百万円（同　14.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益28

億21百万円（同　15.9％増）となりました。

 

当社グループでは、事業内容を３つのセグメント及びその他に区分しております。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

①　ロジスティクスマネジメント事業

 
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

対前年同四半期
増減額

対前年同四半期
増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 31,093 34,903 3,810 12.3

セグメント利益（営業利益） 2,034 2,449 414 20.4

売上高は、一部拠点の業務縮小による減収要因はありましたが、既存拠点における物量の増加に加え、新規

に稼働した拠点が業績に寄与し、増収となりました。

営業利益は、物流業務システムの保守体制強化に伴う費用の計上はありましたが、売上高の増加に伴う利益

の増加及び収益力の向上などにより、増益となりました。
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②　物流情報サービス事業

 
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

対前年同四半期
増減額

対前年同四半期
増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 45,583 51,460 5,877 12.9

セグメント利益（営業利益） 1,846 2,084 237 12.9

中ロットやドレージ輸送など新サービスの確立に向け、注力いたしました。チャーターマッチングにおいて

は、年末の繁忙期においても空車情報が確保できたこともあり、成約件数は堅調に増加し、増収増益となりま

した。

 

③　インダストリアルサポート事業

 
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

対前年同四半期
増減額

対前年同四半期
増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 6,387 6,546 159 2.5

セグメント利益（営業利益） 202 72 △130 △64.4

派遣部門における新規顧客獲得及び請負部門における生産増による増収要因がありましたが、国内派遣部門

及び海外拠点における一部拠点の業務終了や減産などの影響に加え、㈱スマイルスタッフとトランコムＩＳＳ

㈱の事業の統合及び社名変更に伴う費用の計上などにより、微増収減益となりました。

 

④　その他

 
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

対前年同四半期
増減額

対前年同四半期
増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 3,140 3,258 118 3.8

セグメント利益（営業利益） 177 176 △0 △0.0

売上高の増加に伴う増益要因がありましたが、情報システム部門におけるＩＣＴ強化に向けた費用の計上な

どにより、前年同四半期と同額で推移しました。
 
(注)上記の数値は、セグメント間取引の消去はしておりません。
 

（2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の前連結会計年度末との比較情報は次のとおりであります。

①　資産

流動資産は、金融機関の休日により受取手形及び売掛金が20億27百万円増加したことなどにより、21億76百

万円増加し263億30百万円となりました。

固定資産は、投資有価証券の取得等により投資その他の資産が１億97百万円増加した一方、減価償却等によ

り有形固定資産が１億62百万円、無形固定資産が２億13百万円それぞれ減少したことにより、１億78百万円減

少し143億９百万円となりました。これらにより資産合計は、19億97百万円増加し406億40百万円となりまし

た。

②　負債

流動負債は、未払消費税等が５億67百万円減少したことなどにより、４億49百万円減少し139億41百万円と

なりました。

固定負債は、厚生年金基金解散損失引当金を３億９百万円計上したことなどにより、２億59百万円増加し28

億50百万円となりました。これらにより負債合計は、１億89百万円減少し167億92百万円となりました。

③　純資産

純資産は、利益剰余金が21億69百万円増加したことなどにより、21億87百万円増加し238億47百万円とな

り、自己資本比率は58.4％となりました。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた問題はありません。

 

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,324,150 10,324,150

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 10,324,150 10,324,150 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 10,324,150 － 1,080 － 1,230

 

（6）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（7）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 600,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,721,500 97,215 －

単元未満株式 普通株式 2,250 － －

発行済株式総数  10,324,150 － －

総株主の議決権 － 97,215 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、100株（議決権１個）含まれて

おります。

２．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産とし

て、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有している当社株式19,400株が含まれております。

なお、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式は四半期連結財務諸表におい

て自己株式として表示しております。

３．「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式19株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

トランコム株式会社

名古屋市東区葵一丁目

19番30号
600,400 － 600,400 5.81

計 － 600,400 － 600,400 5.81

（注）上記のほか、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託口）が保有している当社株式19,400株を四半期連結財務諸表において自己株式として表示しております。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役
常務執行役員

ロジスティクスマネジメントグループ担当、
インダストリアルサポートグループ担当

河村　政彦 平成27年11月20日

 

(2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性10名　女性－名（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から

平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,950 5,188

受取手形及び売掛金 18,331 ※ 20,359

商品 17 13

仕掛品 0 2

貯蔵品 16 17

前払費用 407 478

繰延税金資産 244 87

その他 202 202

貸倒引当金 △17 △19

流動資産合計 24,154 26,330

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,118 7,169

減価償却累計額 △3,480 △3,646

建物及び構築物（純額） 3,638 3,522

機械装置及び運搬具 3,128 3,386

減価償却累計額 △2,335 △2,517

機械装置及び運搬具（純額） 792 869

土地 2,701 2,701

リース資産 2,491 2,435

減価償却累計額 △979 △1,025

リース資産（純額） 1,511 1,410

その他 803 836

減価償却累計額 △501 △556

その他（純額） 301 279

有形固定資産合計 8,946 8,783

無形固定資産   

のれん 555 416

リース資産 6 19

ソフトウエア 1,691 1,611

ソフトウエア仮勘定 108 104

その他 180 177

無形固定資産合計 2,543 2,329

投資その他の資産   

投資有価証券 1,146 1,206

繰延税金資産 398 477

差入保証金 1,304 1,365

その他 186 178

貸倒引当金 △37 △30

投資その他の資産合計 2,998 3,196

固定資産合計 14,488 14,309

資産合計 38,642 40,640
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,372 8,598

短期借入金 1,417 1,610

リース債務 229 231

未払金 220 248

未払費用 1,227 1,393

未払法人税等 985 522

未払消費税等 1,096 529

賞与引当金 457 150

役員賞与引当金 35 28

その他 349 627

流動負債合計 14,391 13,941

固定負債   

リース債務 1,589 1,519

再評価に係る繰延税金負債 12 12

株式給付引当金 63 94

厚生年金基金解散損失引当金 － 309

退職給付に係る負債 129 115

資産除去債務 408 404

長期未払金 86 82

その他 302 313

固定負債合計 2,591 2,850

負債合計 16,982 16,792

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,080 1,080

資本剰余金 1,230 1,233

利益剰余金 19,986 22,156

自己株式 △973 △967

株主資本合計 21,323 23,503

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 87 82

土地再評価差額金 25 25

為替換算調整勘定 120 93

退職給付に係る調整累計額 31 27

その他の包括利益累計額合計 265 228

新株予約権 61 115

非支配株主持分 9 1

純資産合計 21,660 23,847

負債純資産合計 38,642 40,640
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（2）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 85,203 95,125

売上原価 79,493 88,688

売上総利益 5,710 6,437

販売費及び一般管理費 1,607 1,796

営業利益 4,102 4,640

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 10 11

持分法による投資利益 9 30

受取補償金 - 25

その他 30 21

営業外収益合計 50 88

営業外費用   

支払利息 104 95

その他 14 11

営業外費用合計 119 106

経常利益 4,034 4,623

特別利益   

固定資産売却益 7 12

その他 0 0

特別利益合計 7 13

特別損失   

固定資産売却損 22 0

固定資産廃棄損 11 23

厚生年金基金解散損失引当金繰入額 － 309

その他 0 0

特別損失合計 34 332

税金等調整前四半期純利益 4,006 4,304

法人税、住民税及び事業税 1,352 1,410

法人税等調整額 220 82

法人税等合計 1,572 1,492

四半期純利益 2,433 2,811

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,434 2,821

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 △9

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △5 △5

為替換算調整勘定 44 △29

退職給付に係る調整額 △3 △4

その他の包括利益合計 35 △39

四半期包括利益 2,469 2,772

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,470 2,783

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △11
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対

する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度

の費用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結

合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会

計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及

び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前

第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを

行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

この変更が、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益及び当第３四半

期連結会計期間末の資本剰余金に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳ

ＯＰ）」制度を導入しております。

（1）取引の概要

本制度は、予め当社が定めた株式給付規定に従い、当社及び当社子会社の従業員のうち一定の要件を満

たす者に対して、当社の株式を給付する仕組みであります。

また、本信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権の行使は、信託管理人からの指図に従い受託者

が行いますが、かかる行使には、株式の給付対象者となる従業員の意思が反映される仕組みであります。

 

（2）信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30

号　平成27年３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

 

（3）信託が保有する自社の株式に関する事項

信託が保有する当社株式の信託における帳簿価額は、前連結会計年度64百万円、当第３四半期連結会計

期間61百万円であり、株主資本において自己株式として計上しております。

また、当該株式の期末株式数は、前連結会計年度19,500株、当第３四半期連結会計期間18,600株、期中

平均株式数は、前第３四半期連結累計期間15,000株、当第３四半期連結累計期間19,414株であり、１株当

たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

 

（厚生年金基金解散損失引当金）

当社が加入している、愛知県トラック事業厚生年金基金は、平成27年６月18日開催の代議員会において、

「特例解散申請」を決議しており、平成27年６月29日に厚生労働省に対して「特例解散認可」を申請し、同基

金から「特例解散認可」申請における当社負担額の通知を受けました。

これにより、第１四半期連結会計期間において、四半期連結損益及び包括利益計算書の特別損失に厚生年金

基金解散損失引当金繰入額３億９百万円、四半期連結貸借対照表の固定負債に厚生年金基金解散損失引当金３

億９百万円を計上しております。

 

 

EDINET提出書類

トランコム株式会社(E04208)

四半期報告書

11/17



（取得による企業結合）

当社は、平成27年12月14日に、Transfreight China Logistics Ltd.の出資持分を三井物産株式会社より

55％追加取得し子会社化することを取締役会決議いたしました。また、同日付で三井物産株式会社と持分譲渡

契約を締結いたしました。

 

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業名称　Transfreight China Logistics Ltd.（以下「ＴＦＣＬ」）

事業内容　　　　普通貨物運送、倉庫、国際貨運代理

（2）企業結合を行う主な理由

当社グループは、ロジスティクスマネジメント事業、物流情報サービス事業及びインダストリアルサ

ポート事業を中核事業として、日本国内、海外（中国及びタイ）で事業基盤を拡大させております。

ＴＦＣＬは、中国において貨物運送事業を中心に事業展開している物流会社であります。

当社は、平成26年７月にＴＦＣＬへ資本参加し、日本で培ってきた物流品質向上や効率化の仕組みをＴ

ＦＣＬに取り入れ、より効率的で高品質、高付加価値な物流サービスの実現に取り組んでまいりました。

海外の物流事業において、より一層の対応力の強化を図るために、ＴＦＣＬの出資持分を三井物産株式

会社より取得し子会社化することといたしました。

（3）企業結合日

平成28年３月中（予定）

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする出資持分の取得

（5）結合後企業の名称

変更ありません。

（6）取得する議決権比率

企業結合直前に所有する議決権比率　35％

取得後の議決権比率　　　　　　　　90％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、出資持分を取得するためであります。

 

２．被取得企業の取得原価

約1,591百万円（予定）

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連

結会計期間末日残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －百万円 111百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

減価償却費 903百万円 1,023百万円

のれんの償却額 161 138

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月19日

定時株主総会
普通株式 310 32.00 平成26年３月31日 平成26年６月20日 利益剰余金

平成26年10月27日

取締役会
普通株式 320 33.00 平成26年９月30日 平成26年12月４日 利益剰余金

（注）１．平成26年６月19日定時株主総会決議の配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財

産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式15,000株に対する配当金

０百万円が含まれております。

２．平成26年10月27日取締役会決議の配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産と

して、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式15,000株に対する配当金０百

万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月18日

定時株主総会
普通株式 320 33.00 平成27年３月31日 平成27年６月19日 利益剰余金

平成27年10月26日

取締役会
普通株式 330 34.00 平成27年９月30日 平成27年12月３日 利益剰余金

（注）１．平成27年６月18日定時株主総会決議の配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財

産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式19,500株に対する配当金

０百万円が含まれております。

２．平成27年10月26日取締役会決議の配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産と

して、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式19,400株に対する配当金０百

万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連

結損益及

び包括利

益計算書

計上額

（注）３

 

ロジス

ティクス

マネジメ

ント事業

物流情報

サービス

事業

インダス

トリアル

サポート

事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 31,087 45,495 6,178 82,761 2,441 85,203 － 85,203

セグメント間の

内部売上高又は振替高
5 87 208 302 699 1,001 △1,001 －

計 31,093 45,583 6,387 83,063 3,140 86,204 △1,001 85,203

セグメント利益 2,034 1,846 202 4,084 177 4,261 △158 4,102

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報システム開発事業及び自動車

整備事業により構成し、一部の海外展開のための本社費用を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△158百万円には、セグメント間取引消去△19百万円、のれんの償却額△138百万円

が含まれております。

３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連

結損益及

び包括利

益計算書

計上額

（注）３

 

ロジス

ティクス

マネジメ

ント事業

物流情報

サービス

事業

インダス

トリアル

サポート

事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 34,891 51,381 6,319 92,592 2,530 95,122 3 95,125

セグメント間の

内部売上高又は振替高
12 79 226 318 728 1,047 △1,047 -

計 34,903 51,460 6,546 92,911 3,258 96,170 △1,044 95,125

セグメント利益 2,449 2,084 72 4,606 176 4,783 △142 4,640

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報システム開発事業及び自動車

整備事業により構成し、一部の海外展開のための本社費用を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△142百万円には、セグメント間取引消去△3百万円、のれんの償却額△138百万円

が含まれております。

３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 250円93銭 290円74銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 2,434 2,821

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
2,434 2,821

普通株式の期中平均株式数（株） 9,703,542 9,704,432

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 250円58銭 289円91銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 13,415 27,732

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」及び

「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に

含めております（前第３四半期連結累計期間15,000株、当第３四半期連結累計期間19,414株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成27年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額…………………………………330百万円

（ロ）１株当たりの金額……………………………34円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成27年12月３日

（注）１．平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

２．配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信

託銀行株式会社（信託口）が所有している当社株式19,400株に対する配当金０百万円が含まれており

ます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成28年２月８日
 

トランコム株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　　崎　　裕　　司　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 増　　見　　彰　　則　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトランコム株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トランコム株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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